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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力系統を監視して制御する電力監視制御装置であって、
　所定の開閉器を操作することで電力系統から分離される所定の系統区間について、前記
所定の系統区間に含まれる分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給を
許可するための許可信号を、前記分散型電源システムに送信するか否かを判定するための
独立運転判定部と、
　前記許可信号を前記分散型電源システムに送信するための許可信号送信部と、
を備え、
　前記独立運転判定部は、前記電力系統から前記所定の系統区間への電力供給の停止を検
出した場合に、前記許可信号を前記許可信号送信部から前記分散型電源システムに送信さ
せる、
電力監視制御装置。
 
【請求項２】
　前記許可信号は、前記所定の開閉器を操作して前記所定の系統区間を生成するための操
作信号を兼ねている、
請求項１に記載の電力監視制御装置。
 
【請求項３】



(2) JP 5351945 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

　前記許可信号の送信の可否を決定するための可否決定情報を前記独立運転判定部に設定
するための設定部をさらに備える、
請求項１または請求項２のいずれかに記載の電力監視制御装置。
 
【請求項４】
　前記設定部は、前記所定の系統区間毎に前記可否決定情報を設定するための画面を出力
する、
請求項３に記載の電力監視制御装置。
 
【請求項５】
　前記設定部は、前記所定の系統区間毎の前記可否決定情報を管理装置から受信して、受
信した前記可否決定情報を前記独立運転判定部に設定する、
請求項３に記載の電力監視制御装置。
 
【請求項６】
　前記分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給が許可されたことを通
知するための通知情報を、所定の情報端末に送信するための通知情報送信部をさらに備え
る、請求項１または請求項２のいずれかに記載の電力監視制御装置。
 
【請求項７】
　前記許可信号は、前記分散型電源システムに所定の周期で繰り返し送信されるようにな
っており、
　前記分散型電源システムは、前記許可信号を所定時間以上受信できなかった場合に、前
記所定の系統区間への電力供給を停止させる、
請求項１～６のいずれかに記載の電力監視制御装置。
 
【請求項８】
　前記電力系統から前記所定の系統区間への電力供給の再開を検出した場合に、再開され
た電力供給の位相を基準位相として検出し、前記基準位相を前記分散型電源システムに送
信するための基準位相送信部をさらに備え、
　前記分散型電源システムによる電力供給の位相を前記基準位相に一致させた後で、前記
開閉器を操作して前記所定の系統区間を前記電力系統に復帰させる、
請求項１～７のいずれかに記載の電力監視制御装置。
 
【請求項９】
　電力系統を監視して制御するための電力監視制御装置により管理される分散型電源シス
テムの制御装置であって、
　前記電力監視制御装置は、
　　所定の開閉器を操作することで電力系統から分離される所定の系統区間に対して、電
力系統からの電力供給が停止したかを検出し、
　　前記電力系統から前記所定の系統区間への電力供給が停止された場合、前記所定の系
統区間に含まれる前記分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給を許可
するための許可信号を送信するようになっており、
　前記電力監視制御装置から前記許可信号を受信した場合、前記分散型電源システムによ
る前記所定の系統区間への電力供給を禁止するための単独運転防止部の作動を停止させる
ようになっている、
分散型電源システムの制御装置。
 
【請求項１０】
　前記電力監視制御装置から前記許可信号を所定の周期で繰り返し受信している間は、前
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記単独運転防止部の作動を停止させて、前記分散型電源システムによる前記所定の系統区
間への電力供給を許可し、
　前記電力監視制御装置から前記許可信号を所定時間以上受信できなかった場合に、前記
分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給を停止させる、
請求項９に記載の分散型電源システムの制御装置。
 
【請求項１１】
　電力系統を監視して制御するための方法であって、
　所定の開閉器を操作することで電力系統から分離される所定の系統区間について、前記
所定の系統区間に含まれる分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給を
許可するための許可信号を、前記分散型電源システムに送信するか否かを判定する判定ス
テップと、
　前記許可信号を前記分散型電源システムに送信するための送信ステップとを備え、
　前記判定ステップでは、前記電力系統から前記所定の系統区間への電力供給の停止を検
出した場合に、前記許可信号を前記分散型電源システムに送信させる、
電力監視制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力監視制御装置及び分散型電源システムの制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力会社等の電力供給者から各需要家（個人住宅、ビルディング、工場等）に商用電源
を供給するための経路及び電気設備を、電力系統と呼ぶ。通常の場合、一部の大規模需要
家を除いて、各需要家は、電力系統からの商用電源のみを使用していた。
【０００３】
　しかし、近年は、太陽光発電、風力発電、ヒートポンプ、燃料電池等の、自然環境への
負荷が少ないエネルギ源の普及が望まれている。それらの電源は各需要家毎に設けられる
ため、都市から離れた場所に集中して設けられる従来の大規模発電所に対して、分散型電
源と呼ばれる。
【０００４】
　電力系統に障害が発生した場合、作業員の安全を確保すべく、電力系統に接続された分
散型電源を全て一律に停止させる必要がある。そこで、分散型電源には、単独運転を防止
するための装置が予め設けられている（特許文献１，２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－３７３５４号公報
【特許文献２】特開２００５－３３８５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電力系統の故障に伴って、電力系統から分離された系統区間が生じる。近年では、分散
型電源が普及しているため、系統区間での発電量と消費量とがバランスしない場合がある
と考えられる。そこで、分散型電源に設けられている単独運転防止装置を正常に動作させ
るための技術（特許文献１）、および、分散型電源が単独で運転していることを警告する
ための技術（特許文献２）が提案されている。
【０００７】
　このように、従来技術では、電力系統の故障時に分散型電源の単独運転を防止すること
を前提にしているため、大規模な自然災害が発生した場合に、停電発生地域に分散してい
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る分散型電源を有効に活用できない。
【０００８】
　そこで、本発明の目的は、分散型電源システムを有効に活用することができるようにし
た電力監視制御装置及び分散型電源システムの制御装置を提供することにある。本発明の
他の目的は、電力系統に障害が発生した場合に、安全を確保しつつ、分散型電源システム
を有効に活用することができるようにした電力監視制御装置及び分散型電源システムの制
御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決すべく、本発明に係る電力監視制御装置は、電力系統を監視して制御す
る電力監視制御装置であって、所定の開閉器を操作することで電力系統から分離される所
定の系統区間について、所定の系統区間に含まれる分散型電源システムによる所定の系統
区間への電力供給を許可するための許可信号を、分散型電源システムに送信するか否かを
判定するための独立運転判定部と、許可信号を分散型電源システムに送信するための許可
信号送信部と、を備え、独立運転判定部は、電力系統から所定の系統区間への電力供給の
停止を検出した場合に、許可信号を許可信号送信部から分散型電源システムに送信させる
ようになっている。
【００１０】
　許可信号は、所定の開閉器を操作して所定の系統区間を生成するための操作信号を兼ね
てもよい。
【００１１】
　許可信号の送信の可否を決定するための可否決定情報を独立運転判定部に設定するため
の設定部をさらに備えることもできる。
　本発明の構成の少なくとも一部は、コンピュータプログラムとして実現できる。コンピ
ュータプログラムは、例えば、インターネットのような通信媒体、ハードディスクまたは
フラッシュメモリデバイスのような記録媒体を介して、配布することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、電力監視制御装置及び分散型電源システムを含む配電システムの機能構
成を示す。
【図２】図２は、配電系統の構成例を示す。
【図３】図３は、配電変電所の構成を示す。
【図４】図４は、分散型電源システムの構成を示す。
【図５】図５は、分散型電源システムの単独運転（独立運転）の可否を事前に設定するた
めの画面例を示す。
【図６】図６は、電力監視制御装置と分散型電源システムとの通信処理の様子を示す説明
図である。
【図７】図７は、第２実施例に係る電力監視制御装置を含む配電システムの機能構成を示
す。
【図８】図８は、独立運転に関する情報を作業員の情報端末に送信するための通知情報送
信部の構成を示す。
【図９】図９は、第３実施例に係る電力監視制御装置を含む配電システムの機能構成を示
す。
【図１０】図１０は、分散型電源システムの構成を示す。
【図１１】図１１は、電力監視制御装置と分散型電源システムとの通信処理の様子を示す
説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面に基づいて、本発明の実施の形態を説明する。本実施形態では、以下に詳述
するように、電力監視制御装置１は、電力系統から分離される所定の系統区間について、
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分散型電源システム３の単独運転を許可するための許可信号を、分散型電源システムに送
信する。どの分散型電源システムの運転を許可するかは、事前に管理者が設定したり、ま
たは、遠隔操作で指示したりできる。
【００１４】
　これにより、本実施形態では、地震等により電力系統に障害が発生した場合に、系統区
間に設けられた分散型電源システムを独立運転させて、系統区間に電力を供給することが
できる。従って、電力系統の故障時において、系統区間に存在する電気的負荷（需要家）
に電力を供給することができ、利便性を高めることができる。
【実施例１】
【００１５】
　図１は、「電力監視制御装置」としての独立運転監視制御装置１を含む配電システムの
全体構成図である。配電システムは、例えば、独立運転監視制御装置１（以下、監視制御
装置１）と、配電変電所２と、分散型電源システム３と、一般負荷４と、重要負荷５と、
を備えることができる。なお、配電システムの構成は、各国毎に相違する。図１に示す構
成はその一例であって、本発明は図１に示す構成以外の配電システムにも適用することが
できる。
【００１６】
　配電変電所２は、送電所から基幹送電網６を介して供給される電力の電圧値を低下させ
、各需要家４，５に所定電圧の電力を供給する。配電変電所５は、複数の配線フィーダ（
電力供給線）７を介して、各需要家４，５に電力を供給する。
【００１７】
　ここで、需要家は、例えば、一般需要家（一般負荷）４と、重要な需要家（重要負荷）
５とに大別することができる。図中では、需要家を電気的負荷として表現している。以下
の説明では、一般需要家を一般負荷と、重要な需要家を重要負荷と呼ぶ。一般負荷４とし
ては、例えば、通常の個人住宅、オフィスビルディング、商業施設等がある。重要負荷５
としては、例えば、病院、役所、警察署、消防署等のような、災害発生時に電力供給を維
持すべき場所の負荷を挙げることができる。
【００１８】
　監視制御装置１は、コンピュータシステムとして構成されており、例えば、マイクロプ
ロセッサが所定のコンピュータプログラムを実行することで、所定の機能を実現するよう
になっている。監視制御装置１は、第１の通信網ＣＮ１を介して、分散型電源システム３
に接続されている。さらに、監視制御装置１は、第２の通信網ＣＮ２を介して、管理装置
８と接続されている。第１の通信網ＣＮ１と第２の通信網ＣＮ２とは、共通の通信網とし
て構成してもよいし、それぞれ異なる通信網として構成してもよい。
【００１９】
　監視制御装置１は、その機能として、例えば、独立運転判定部１０と、計測値入力部１
１と、設定入力部１２と、遠隔指令受信部１３と、開閉器制御信号出力部１４と、独立運
転許可信号送信部１５とを備える。
【００２０】
　独立運転判定部１０は、電力系統から分離された所定の系統区間としての配電フィーダ
７を独立運転させるべきか否かを判定する。独立運転とは、電力系統から切り離された配
電フィーダ７に接続されている分散型電源システム３の単独運転を意味し、分散型電源シ
ステム３から配電フィーダ７への電力供給を許す運転状態である。
【００２１】
　計測値入力部１１は、配電変電所２に供給される電力の状態を監視する。独立運転判定
部１０は、計測値入力部１１により検出される電力供給状態に基づいて、配電変電所２へ
の電力供給が絶たれたか否かを監視する。
【００２２】
　基幹送電網６から配電変電所２への電力供給が停止すると、独立運転判定部１０は、設
定入力部１２または遠隔指令受信部１３のいずれかから入力される可否決定情報に基づい
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て、分散型電源システム３の単独運転を許可するかを判定する。
【００２３】
　可否決定情報とは、電力系統から分離された配電フィーダ７に接続されている分散型電
源システム３の単独運転を許可するか否かを予め設定している情報である。「設定部」と
しての設定入力部１２は、図５に示すような設定画面１２０を生成して出力することがで
きる。
【００２４】
　先に図５を参照して、設定画面１２０の構成を説明する。設定画面１２０は、例えば、
配電フィーダ識別子欄１２１と、重要負荷識別子欄１２２と、可否フラグ欄１２３とを備
える。配電フィーダ識別子欄１２１は、各配電フィーダ７を識別するためのフィーダ識別
子を記憶する。なお図中では、識別子をＩＤと表記する。重要負荷識別子欄１２２は、配
電フィーダ識別子欄１２１で特定される配電フィーダ７に接続されている、重要負荷５を
識別するための重要負荷識別子を記憶する。可否フラグ欄１２３は、配電フィーダ識別子
欄１２１で特定される配電フィーダ７が電力系統から分離された場合に、独立運転（分散
型電源システム３の単独運転）を許可するか否かを示す制御フラグを記憶する。
【００２５】
　監視制御装置１を管理する管理者は、画面１２０を用いて、各配電フィーダ７毎に独立
運転の可否を設定する。管理者が登録ボタン１２４を操作すると、設定画面１２０に設定
された内容が登録される。
【００２６】
　「設定部」としての遠隔指令受信部１３は、外部の管理装置８から可否決定情報を受信
する。管理装置８は、例えば、電力集中監視制御システムの一部として構成することがで
きる。または、管理装置８は、管理者の保持するパーソナルコンピュータあるいは情報処
理端末（携帯電話を含む）として構成してもよい。本実施例では、可否決定情報を設定す
るための設定部として、設定入力部１２と遠隔指令受信部１３の両方を例示するが、いず
れか一方のみを備える構成でもよい。
【００２７】
　開閉器制御信号出力部１４は、電力系統と配電フィーダ７との間に設けられる開閉器２
２（図３参照）の動作を制御するための制御信号を出力する。開閉器制御信号出力部１４
は、例えば、「電力系統と所定の系統区間とを接続するための開閉部を操作するための信
号を出力する開閉操作部」と表現してもよい。
【００２８】
　開閉器制御信号出力部１４から開閉器２２に開信号が送信されると、開閉器２２は開状
態となり、開閉器２２に接続された配電フィーダ７は電力系統（基幹送電網６）から分離
される。これに対し、開閉器制御信号出力部１４から開閉器２２に閉信号が送信されると
、開閉器２２は閉状態となり、開閉器２２に接続された配電フィーダ７は電力系統に再接
続される。
【００２９】
　「許可信号送信部」としての独立運転許可信号送信部１５は、独立運転の許可された配
電フィーダ７に接続されている分散型電源システム３に対して、独立運転（単独運転）を
許可するための信号を送信する。以下、独立運転許可信号を「許可信号」と略記する場合
がある。
【００３０】
　上述の通り、独立運転判定部１０は、基幹送電網６から配電変電所２への電力供給が停
止すると、電力系統から切り離された配電フィーダ７について独立運転を許可するフラグ
が設定されているかを判定する。許可フラグが設定されている場合、独立運転判定部１０
は、開閉器制御信号出力部１４から開信号を出力させ、その配電フィーダ７を電力系統か
ら分離する。続いて、独立運転判定部１０は、独立運転許可信号送信部１５から、分離さ
れた配電フィーダ７に接続された分散型電源システム３に対して、独立運転を許可するた
めの許可信号を送信する。
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【００３１】
　分散型電源システム３の構成は、図４で後述するものとし、先に図２を参照する。図２
は、配電系統の構成を模式的に示す。図２では、配電変電所２内に監視制御装置１を設け
ている。なお、監視制御装置１を配電変電所２の外部に設ける構成でもよい。
【００３２】
　配電変電所２は、基幹送電網６から供給される電力の電圧値を、変圧器２１で所定の電
圧値に変換し、母線２０に出力する。配電用の母線２０には、複数の配電フィーダ７（１
）、７（２）が開閉器２２（１）、２２（２）を介して接続されている。一方の配電フィ
ーダ７（１）には、一方の開閉器２２（１）を介して、配電変電所２から電力が供給され
ている。他方の配電フィーダ７（２）には、他方の開閉器２２（２）を介して、配電変電
所２から電力が供給されている。
【００３３】
　一方の配電フィーダ７（１）には、複数の一般負荷４と、一つの分散型電源システム３
とが接続されている。他方の配電フィーダ７（２）には、一般負荷４及び重要負荷５と、
複数の分散型電源システム３とが接続されている。
【００３４】
　一方の配電フィーダ７（１）では、分散型電源システム３が少なく、かつ、災害発生時
の電力供給を必要とする重要負荷５を有さない。従って、管理者は、一方の配電フィーダ
７（１）について、独立運転を許可しないようにフラグを設定してもよい。
【００３５】
　これに対し、他方の配電フィーダ７（２）では、災害発生時にも電力を供給すべき重要
負荷５を備えており、かつ、複数の多い分散型電源システム３を有している。従って、管
理者は、他方の配電フィーダ７（２）について、独立運転を許可するようにフラグを設定
してもよい。
【００３６】
　このように、管理者は、例えば、配電フィーダ７に含まれる重要負荷５の種類及び数と
、配電フィーダ７に含まれる分散型電源システム３の数及び合計発電能力とに基づいて、
災害発生時に独立運転を許可する配電フィーダ７を事前に決定できる。
【００３７】
　図３は、配電変電所２の機能構成を示す。配電変電所２には、上述のように、監視制御
装置１を設置することができる。配電変電所２は、例えば、母線２０と基幹送電網６との
間に設けられる変圧器２１と、母線２０と配電フィーダ７との間に設けられる開閉器２２
と、計測値入力部１１に接続される電圧計測部２４と、開閉器制御信号出力部１４に接続
される開閉器操作部２５とを備える。
【００３８】
　無停電電源２３は、基幹送電網６から配電変電所２への電力供給が停止した場合に、監
視制御装置１に電力を供給する。電圧計測部２４は、母線２０の電圧値を計測する。計測
された電圧値は、電圧計測部２４から計測値入力部１１に入力される。開閉器操作部２５
は、開閉器制御信号出力部１４からの制御信号に従って、開閉器２２を開閉するための信
号を出力する。
【００３９】
　図４は、分散型電源システム３の機能構成を示す。分散型電源システム３は、例えば、
電源装置３０と、単独運転検出部３１と、開閉器操作部３２と、開閉器３３と、独立運転
許可信号受信部３４と、電力変換器３５とを備える。単独運転検出部３１と、開閉器操作
部３２と、独立運転許可信号受信部３４とは、それぞれ電子回路として構成することがで
きる。分散型電源システム３の制御装置は、例えば、単独運転検出部３１と、開閉器操作
部３２と、独立運転許可信号受信部３４とから構成することができる。
【００４０】
　電源装置３０は、例えば、太陽光発電装置、太陽熱発電装置、風力発電装置、燃料電池
コジェネレータ等のように構成される。電源装置３０により発電される電力は、電力変換
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器３５を介して、配電フィーダ７に供給される。電力変換器３５は、直流と交流とを変換
したり、周波数を調整したり、電圧値を調整したりする電気回路である。
【００４１】
　単独運転検出部３１は、単独運転状態を防止するための機能である。単独運転検出部３
１は、配電フィーダ７の電圧値を監視し、配電フィーダ７からの電力供給が途絶えた場合
に、開閉器操作部３２に対して、開信号を出力するように指示する。
【００４２】
　開閉器操作部３２は、配電フィーダ７と電力変換器３５との間に設けられる開閉器３３
の開閉を操作するための機能である。開閉器操作部３２は、単独運転検出部３１から開信
号の出力を指示されると、開信号を開閉器３３に出力し、配電フィーダ７と電力変換器３
５との間を遮断する。これにより、電源装置３０により発電される電力が配電フィーダ７
に流れ込むのを防止する。
【００４３】
　独立運転許可信号受信部３４は、監視制御装置１の独立運転許可信号送信部１５から第
１の通信網ＣＮ１を介して、独立運転を許可する信号を受信する。独立運転許可信号受信
部３４は、開閉器操作部３２に許可信号を送信し、開閉器操作部３２が開閉器３３に開信
号を出力するのを抑止する。以下、独立運転許可信号送信部１５を許可信号送信部１５と
呼び、独立運転許可信号受信部３４を許可信号受信部３４と呼ぶことがある。
【００４４】
　許可信号受信部３４は、監視制御装置１の許可信号送信部１５から許可信号を受信でき
ない場合、許可信号を開閉器操作部３２に送信しない。このため、単独運転検出部３１か
ら開閉器操作部３２に送信される、開信号の出力指示を有効になる。この結果、開閉器操
作部３２は、開閉器３３に開信号を出力し、電力変換器３５と配電フィーダ７との間を電
気的に遮断する。以下の説明では、開閉器３３に開信号を出力させる指示を遮断指示と呼
ぶことがある。
【００４５】
　このように、開閉器操作部３２は、単独運転検出部３１からの遮断指示を受領している
場合でも、許可信号受信部３４から許可信号を受信している間は、単独運転検出部３１か
らの遮断指示を無効とする。
【００４６】
　図６は、監視制御装置１と分散型電源システム３との間の通信手順の一例である。監視
制御装置１は、基幹送電網６から配電変電所２への電力供給を監視しており、異常が生じ
たかを判定する（Ｓ１０）。
【００４７】
　電力供給に異常が検出されると、監視制御装置１の許可信号送信部１５は、許可信号を
所定の周期で、分散型電源システム３の許可信号受信部３４に送信する（Ｓ１１）。許可
信号受信部３４は、監視制御装置１の許可信号送信部１５から受信した許可信号を、開閉
器操作部３２に転送する（Ｓ１２）。これにより、単独運転検出部３１から開閉器操作部
３２に入力される遮断指示は、無効となる。
【００４８】
　なお、許可信号受信部３４は、許可信号送信部１５から受信した許可信号を開閉器操作
部３２に転送するのではなく、新たな許可信号を生成して開閉器操作部３２に送信しても
よい。
【００４９】
　上述のように、単独運転検出部３１から開閉器操作部３２に入力される遮断指示は無効
となる。従って、単独運転検出部３１が、配電フィーダ７からの電力供給が停止したこと
を検出して（Ｓ１３）、遮断指示を開閉器操作部３２に送信しても（Ｓ１４）、開閉器３
３は開かない。
【００５０】
　このため、電源装置３０により発電される電力は、電力変換器３５及び開閉器３３を介
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して、電力系統から分離された配電フィーダ７に供給される。その電力は、配電フィーダ
７に接続される負荷４、５に供給される。この結果、独立運転を許可された配電フィーダ
７では、負荷４、５に電力が供給されるため、その地域の生活及び安全を維持することが
でき、復興活動の早期開始を支援できる。
【００５１】
　何らかの原因により、監視制御装置１の許可信号送信部１５からの許可信号が所定時間
以上途絶えると、許可信号受信部３４は、その通信断（許可信号を受信できない状態）を
検出する（Ｓ１５）。許可信号受信部３４は、独立運転の不許可を示す信号を、開閉器操
作部３２に送信する（Ｓ１６）。
【００５２】
　開閉器操作部３２は、既に単独運転検出部３１からの遮断指示を受信済であるため（Ｓ
１４）、許可信号受信部３４からの不許可信号を受信すると、開閉器３３を開くための開
信号（遮断信号）を出力する（Ｓ１７）。なお、単独運転検出部３１からの遮断指示が有
効な期間は、予め定められている。有効期間内に遮断指示を受信している場合、開閉器操
作部３２は、許可信号受信部３４からの不許可信号を受信すると、遮断信号を開閉器３３
に出力する。
【００５３】
　このように、本実施例では、許可信号送信部１５は許可信号受信部３４に所定の短周期
で、許可信号を繰り返し送信する。許可信号受信部３４は、所定時間以上、許可信号を受
信できなくなると、独立運転が許可されなくなったものと判定して、不許可信号を開閉器
操作部３２に送信する。従って、いわゆるフェイルセーフが実現され、配電フィーダ７に
電圧が生じるのを防止し、作業員の安全を図ることができる。
【００５４】
　このように構成される本実施例では、例えば、自然災害に起因して広域かつ深刻な事態
が発生した場合、分散型電源システム３を有効に活用して、重要負荷５への電力供給の可
能性を高めることができる。これにより、本実施例では、重要拠点の活動を維持して、地
域社会の安全等を確保できる。
【００５５】
　図２に示すように、基幹送電網６から配電変電所２への電力供給について障害ＰＦが発
生し、配電変電所２から各配電フィーダ７（１）、７（２）への電力供給が停止した場合
を説明する。この場合、予め独立運転が許可された配電フィーダ７（２）には、分散型電
源システム３からの電力が供給され、重要負荷５は、その電力を使用できる。
【００５６】
　管理者は、配電フィーダ７における分散型電源システム３の発電量と重要負荷５の消費
量（需要量）とがほぼバランスしているかを判断し、バランスしていると判断した場合に
、その配電フィーダ７について独立運転を許可することができる。なお、配電フィーダ毎
の、分散型電源システム３の発電量と重要負荷５の消費量とがバランスしているか否かの
判断は、例えば、管理装置８のようなコンピュータシステムにより、自動的に行うことも
できる。
【００５７】
　従来技術では、自然災害の発生等により、配電フィーダ７が電力系統から分離された場
合は、作業員の安全を確保するために、分散型電源システム３の単独運転を禁止するよう
になっている。このような思想とは逆に、本実施例では、災害発生時に分散型電源システ
ム３を有効に利用すべく、分散型電源システム３の単独運転を許可する。但し、単独運転
の許可される分散型電源システム３（つまり、独立運転の許可される配電フィーダ７）は
事前に決定されているため、作業員は、電圧の生じている配電フィーダ７を避けて作業す
ることができる。さらに、本実施例では、監視制御装置１からの許可信号が途絶えた場合
に、分散型電源システム３の単独運転を禁止する。従って、本実施例では、災害発生時に
おいて、作業員の安全を確保しながら、分散型電源システム３を有効に利用することがで
きる。
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【実施例２】
【００５８】
　図７および図８を参照して、第２実施例を説明する。本実施例を含む以下の各実施例は
、第１実施例の変形例に相当する。従って、第１実施例との相違を中心に説明する。第１
実施例では、独立運転を許可する配電フィーダ７を事前に設定する場合を述べた。これに
対し、本実施例では、独立運転の許可された配電フィーダ７について、現場近辺の作業員
に警告を出すようになっている。
【００５９】
　本実施例では、各配電フィーダ７は、電力系統から分離されると、自動的に独立運転を
開始するようになっている。詳しくは、電力系統に障害が発生すると、監視制御装置１Ａ
は、各分散型電源システム３に向けて、許可信号を所定周期で繰り返し送信する。従って
、各配電フィーダ７は電力系統から分離された状態で独立運転する。なお、第１実施例と
同様に、監視制御装置１Ａからの許可信号が所定時間以上途絶えた場合、直ちに、独立運
転は中止される。
【００６０】
　図７は、本実施例による監視制御装置１Ａを含む配電システムの例である。監視制御装
置１Ａは、第１実施例の監視制御装置１と比較して、「設定部」に相当する設定入力部１
２及び遠隔指令受信部１３を備えていない。本実施例では、独立運転を許可する配電フィ
ーダ７を事前に設定しないため、設定部に相当する構成は除外されている。
【００６１】
　さらに、本実施例の監視制御装置１Ａは、第１実施例の監視制御装置１に比較して、通
知情報送信部１６を備えている。通知情報送信部１６は、第３の通信網ＣＮ３を介して、
複数の情報端末９に接続される。第３の通信網ＣＮ３は、第１の通信網ＣＮ１と共通の通
信網として構成してもよい。通知情報送信部１６は、情報端末９に所定の通知情報を送信
するためのものである。
【００６２】
　図８を参照して、通知情報送信部１６の機能構成を説明する。通知情報送信部１６は、
例えば、以下に述べる複数の処理１６０～１６３と、複数のデータベース１６４～１６７
を備えている。
【００６３】
　独立運転の許可された分離系統を確認するための第１処理１６０は、独立運転判定部１
０から、独立運転の許可された分離系統（配電フィーダ７）を特定する配電フィーダ識別
子を受領する。第１処理１６０は、配電フィーダ識別子と配電構成情報データベース１６
４とに基づいて、独立運転の許可された配電フィーダ７を特定する。配電構成情報データ
ベース１６４では、配電システムの構成と配電フィーダ識別子とが対応付けて管理されて
いる。
【００６４】
　作業員の位置及び作業計画を確認する第２処理１６１は、作業員位置情報データベース
１６５及び作業計画情報データベース１６６に基づいて、作業員の位置及び作業計画を確
認する。作業員位置情報データベース１６５は、各作業員の保持する情報端末９の識別子
（または作業員の識別子）と、情報端末９の現在位置とを対応付けて管理する。情報端末
９の位置は、例えば、ＧＰＳ（Global Positioning System）などを用いて測定できる。
作業計画情報データベース１６６は、作業員の保持する情報端末９の識別子（または作業
員の識別子）と、作業計画とを対応付けて管理する。
【００６５】
　通知情報の送信先及び内容を決定する第３処理１６２は、通知情報を送信すべき範囲と
、通知情報の内容とを決定する。通知情報を送信する範囲とは、通知情報を送信すべき情
報端末９を示す。通知情報の内容とは、例えば、通知情報に含まれるメッセージの種類、
通知情報の通知方法などを示す。
【００６６】



(11) JP 5351945 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

　例えば、独立運転している配電フィーダ７の配電領域から離れている情報端末９には、
「○○地区では、独立運転中です。注意して作業してください。」のような通常のメッセ
ージを送る。また例えば、独立運転している配電フィーダ７の配電領域内の情報端末９に
は、「危険です。いったん作業を停止し、安全を確保してください」のような緊急メッセ
ージを送信すると共に、警告音を鳴動させる。送信先情報データベース１６７は、通知情
報の送信範囲および送信内容を記憶する。配電領域とは、配電フィーダ７により電力が供
給される地理的領域を意味する。
【００６７】
　なお、独立運転している配電フィーダ７の配電領域から所定距離以上離れている情報端
末９であって、かつ、その配電領域での作業が予定されていない作業者に保持されている
情報端末９には、通知情報を送信しない構成でもよい。これにより、災害発生時の通信量
を低減できる。
【００６８】
　通知情報を情報端末９に送信する第４処理１６３は、送信先情報データベース１６７を
参照して、情報端末９に通知情報を送信する。図８に示す例では、独立運転中の配電フィ
ーダ７の配電領域から所定距離以上離れている情報端末９（１）には、通常のメッセージ
が送信される。独立運転中の配電フィーダ７の配電領域に近い情報端末９（２）には、緊
急メッセージおよび警告信号が送信される。警告信号を受信した情報端末９（２）は、例
えば、振動したり、ブザーを鳴動させたり、ランプを点滅させたりする。
【００６９】
　このように構成される本実施例も第１実施例と同様の効果を奏する。さらに、本実施例
では、各配電フィーダ７が電力系統から分離された場合は、原則として独立運転を許可し
ている。そして、本実施例では、配電フィーダ７の独立運転が許可されていることを、作
業員の保持する情報端末９に通知情報を送信する。
【００７０】
　これにより、本実施例では、独立運転を許可する配電フィーダ７を事前に設定する必要
がなく、管理者の手間を省くことができる。さらに、本実施例では、作業員の安全を確保
しながら、より多くの分散型電源システム３を稼働させることができ、より多くの負荷４
、５に電力を供給できる。
【実施例３】
【００７１】
　図９～図１１を参照して第３実施例を説明する。本実施例では、独立運転している配電
フィーダ７を電力系統に再接続させる場合を説明する。
【００７２】
　図９は、本実施例による監視制御装置１Ｂを含む配電システムの構成図である。監視制
御装置１Ｂは、第１実施例の監視制御装置１に比較して、基準位相送信部１７をさらに備
えている。
【００７３】
　基準位相送信部１７は、本系統側の基準位相を分散型電源システム３に送信するための
機能である。ここでの本系統側とは、分離系統となる配電フィーダ７から見て、開閉器２
２の上流側（電圧が高い側）を示す。具体的には、本系統側とは、図３に示す母線２０の
側である。
【００７４】
　本系統（母線２０）の位相を基準位相と呼ぶ。基準位相は、計測値入力部１１を介して
取得される電圧値から算出できる。本系統側の障害が復旧し、基幹送電網６から配電変電
所への電力供給が回復すると、基準位相が算出される。算出された基準位相は、第１の通
信網ＣＮ１を介して、分散型電源システム３に送信される。
【００７５】
　図１０は、本実施例による分散型電源システム３Ｂの構成例を示す。本実施例の分散型
電源システム３Ｂは、第１実施例の分散型電源システム３に比較して、基準位相受信部３
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６をさらに備えている。
【００７６】
　基準位相受信部３６は、監視制御装置１Ｂの基準位相送信部１７から送信される基準位
相を受信する。基準位相受信部３６は、基準位相を電力変換器３５に送信して、電力変換
器３５に同期運転の開始を指示する。電力変換器３５が同期運転を開始すると、分散型電
源システム３Ｂから出力される電力の位相は、基準位相に徐々に近づいていき、やがて一
致する。
【００７７】
　図１１は、本実施例の動作を示す。或る配電フィーダ７の独立運転が許可されている状
態から説明する（Ｓ２１、Ｓ２２）。
【００７８】
　本系統側の障害が回復すると（Ｓ２３）、監視制御装置１Ｂは基準位相を算出する。基
準位相送信部１７は、基準位相受信部３６に基準位相を送信する（Ｓ２４）。基準位相受
信部３６は、電力変換器３５に基準位相を通知して同期運転を指示する（Ｓ２５）。
【００７９】
　監視制御装置１Ｂは、基準位相を分散型電源システム３に送信してから所定時間が経過
したかを判定する（Ｓ２６）。その所定時間は、分散型電源システム３の電力供給の位相
が基準位相に一致するために十分な長さとして、予め設定されている。監視制御装置１Ｂ
は、所定時間が経過すると、開閉器操作部２５を介して開閉器２２を閉じさせ、分離系統
である配電フィーダ７を本系統である母線２０に再接続する（Ｓ２７）。
【００８０】
　このように構成される本実施例も第１実施例と同様の効果を奏する。さらに、本実施例
では、独立運転していた配電フィーダ７を電力系統に復帰させて、配電フィーダ７と電力
系統との連系を回復することができる。
【００８１】
　なお、本発明は、上述した実施例に限定されない。当業者であれば、本発明の範囲内で
、種々の追加や変更等を行うことができる。例えば、第３実施例は第２実施例に適用する
こともできる。
【００８２】
　また、本実施例では、負荷４、５の動作について特に限定しないが、例えば、いわゆる
デマンドレスポンス制御によって、分離系統である配電フィーダ７に接続された一般負荷
４の電力消費を低下させる構成でもよい。これにより、分散型電源システム３からの電力
を重要負荷５により多く供給できる。
【００８３】
　さらに、電力系統から分離される区間の単位として配電フィーダ７を挙げたが、配電フ
ィーダ７よりも大きい区間で、または、小さい区間で、電力系統から分離できる構成とし
てもよい。
【００８４】
　また、本発明は、以下のように、電力監視制御装置と分散型電源システムとの間の通信
方式の発明として捉えることもできる。
　表現１．電力系統を監視して制御するための電力監視制御装置と分散型電源システムの
制御装置とを接続する電力監視制御のための通信方式であって、
　前記電力監視制御装置は、
　　所定の開閉器を操作することで電力系統から分離される所定の系統区間に対して、電
力系統からの電力供給が停止したかを検出し、
　　前記電力系統から前記所定の系統区間への電力供給が停止された場合、前記所定の系
統区間に含まれる前記分散型電源システムによる前記所定の系統区間への電力供給を許可
するための許可信号を送信するようになっており、
　前記分散型電源システムの制御装置は、
　　前記電力監視制御装置から前記許可信号を受信した場合、前記分散型電源システムに
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るようになっており、
　前記電力監視制御装置から前記分散型電源システムの制御装置に前記許可信号を送信す
るための送信インターフェース（１５）と、前記分散型電源システムの制御装置が前記電
力監視制御装置から前記許可信号を受信するための受信インターフェース（３４）とを、
備えている、電力監視制御のための通信方式。
【符号の説明】
【００８５】
　１、１Ａ、１Ｂ：独立運転監視制御装置
　２：配電変電所
　３、３Ａ：分散型電源システム
　４：一般負荷
　５：重要負荷
　６：基幹送電網
　７：配電フィーダ
　９：情報端末
　１０：独立運転判定部
　１１：計測値入力部
　１２：設定入力部
　１３：遠隔指令受信部
　１４：開閉器制御信号出力部
　１５：独立運転許可信号送信部
　１６：通知情報送信部
　１７：基準位相送信部
　３０：電源装置
　３１：単独運転検出部
　３２：開閉器操作部
　３４：独立運転許可信号受信部
　３５：電力変換部
　３６：基準位相受信部
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